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公布された条例のあらまし

◇特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

(１) 県税の課税免除の届出及び不均一課税の申請に係る書類の提出期限等の実情にかんがみ､ 当該提出

期限を適切な時期に改める｡

(２) 不動産取得税の課税免除及び不均一課税の適用がある場合の納税者の負担を軽減するため､ 新たに

徴収猶予制度を設ける｡

２ 条例の概要

(１) 県税の課税免除の届出書等の提出期限

県税の課税免除の届出書及び不動産取得税の不均一課税の適用の申請書の提出期限は､ 原則として次

の表に定めるとおりとする｡ (現行 対象設備等を事業の用に供することとなった日から30日以内)

(２) 不動産取得税の徴収猶予について､ 次のとおり定める｡

………………………………………………………………………………………

…………………………………………………
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区 分 提 出 期 限

県税の課税免除の届出

書

個人 対象設備又はその敷地である土地を事業の用に供した日の属する年の

翌年の３月15日

法人 対象設備又はその敷地である土地を事業の用に供した日の属する事業

年度に係る法人事業税申告納付期間の末日

不動産取得税の不均一

課税の適用の申請書

個人 家屋又はその敷地である土地を商業基盤施設又は対象事業の用に供し

た日の属する年の翌年の３月15日

法人 家屋又はその敷地である土地を商業基盤施設又は対象事業の用に供し

た事業年度に係る法人事業税申告納付期間の末日

① 徴収猶予

の期間

ア 不動産取得税の課税免除等の適用があるときは､ 原則として､ (１)の提出期限か

ら７月後まで､ 課税免除すべき額等に相当する税額の徴収を猶予する｡

イ アの期間は､ １年ずつ延長することができる｡

ウ ア及びイの期間中課税免除等の決定をした場合は､ その決定した日の１月後まで

徴収を猶予したものとみなす｡

② 納税者へ 知事は､ ①ア若しくはイの猶予をしたとき､ これらの猶予を認めないとき､ 又は⑤
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(３) その他所要の規定の整備を行う｡

(４) 施行期日等

① 施行期日は､ 公布の日とする｡

② 所要の経過措置を講じる｡

◇鳥取県税条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

(１) 地方税法の一部改正に伴い､ 個人の県民税の税率の見直し､ 土地及び住宅に係る不動産取得税の税

率の引下げ措置の延長､ 県たばこ税の税率の引上げの措置等に係る所要の改正を行う｡

(２) 納税者の利便性の向上を図るため､ 県税をコンビニエンスストアにおいても納税できるよう､ 徴収

金の払込先に関し所要の改正を行う｡

(３) 障害者自立支援法が制定され､ 福祉サービスの再編等が行われたことに伴い､ 所要の改正を行う｡

２ 条例の概要

(１) 地方税法の一部改正に伴う事項

ア 個人の県民税に関する事項

(ア) 総所得金額等から地震保険料 (現行 損害保険料) を控除する｡

(イ) 所得割の税率を４パーセントとする｡

(ウ) 所得税と個人住民税の人的控除の差に基づく負担増を調整するための減額措置を講じる｡

(エ) 平成19年分以降の所得税において住宅借入金等特別控除の適用がある者のうち､ この控除の残

額があるものについて､ 当該控除した残額に相当する額を控除する｡

(オ) 配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除について､ 所得割から控除する額を当該配当割額又は

当該株式等譲渡所得割額に５分の２を乗じて得た金額とする｡

(カ) 定率減税措置を廃止する｡

(キ) 分離課税に係る所得割の税率を４パーセントとする｡

イ 不動産取得税に関する事項

(ア) 宅地評価土地の取得に係る不動産取得税の課税標準を土地の価格の２分の１の額とする特例措

置に係る土地の取得期限を平成21年３月31日 (現行 平成17年12月31日) までとする｡

(イ) 平成18年４月１日から平成21年３月31日までの間に住宅又は土地の取得が行われた場合におい

て､ 税率を３パーセントとする特例措置等を講じる｡

ウ 県たばこ税に関する事項

(ア) 県たばこ税の税率を､ 平成18年７月１日以後に売渡し等が行われた製造たばこ (旧三級品の紙

巻たばこを除く｡) に限り､ 1,000本につき1,074円 (現行 969円) とする｡

(イ) 旧三級品の紙巻たばこに係る県たばこ税の税率を､ 平成18年７月１日以後に売渡し等が行われ

た製造たばこに限り､ 1,000本につき511円 (現行 461円) とする｡

(ウ) 平成18年７月１日前に売渡し等が行われた製造たばこを同日に販売のため所持する一定の卸売
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の通知 の取消しをしたときは､ 納税者に通知する｡

③ 督促等の

禁止

知事は､ ①ア又はイの猶予期間内は､ その猶予に係る徴収金について､ 新たに督促

及び滞納処分 (交付要求を除く｡) をすることができない｡

④ 延滞金の

免除

知事は､ 徴収を猶予した税額に係る延滞金額中当該徴収を猶予した期間に対応する

部分の金額を免除する｡ (⑤の場合を除く｡)

⑤ 徴収猶予

の取消し

知事は､ ①ア又はイの猶予をした場合において､ 不動産取得税の課税免除等の規定

の適用がないことが明らかになったとき等は､ ①の猶予を取り消し､ 直ちに税額を徴

収する｡



販売業者等及び小売販売業者に対して､ 手持品課税を行う｡

エ 自動車税に関する事項

排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車に係る税率を軽減し､ 新車新規登録か

ら一定年数を経過した環境負荷の大きい自動車に係る税率を重くする特例措置を次のように講じる｡

(ア) 環境負荷の小さい自動車

平成18年度及び平成19年度に新車新規登録された次の自動車について､ 当該登録の翌年度に次の

特例措置を講じる｡

ａ 電気自動車､ 天然ガス自動車及びメタノール自動車並びに最新の自動車排出ガス基準値より75

パーセント以上排出ガス性能の良い自動車で一定の燃費基準値よりも20パーセント以上燃費性能

の良いものについて､ 税率のおおむね100分の50を軽減する｡

ｂ 最新の自動車排出ガス基準値より75パーセント以上排出ガス性能の良い自動車で一定の燃費基

準値よりも10パーセント以上燃費性能の良いものについて､ 税率のおおむね100分の25を軽減す

る｡

(イ) 環境負荷の大きい自動車

平成18年度及び平成19年度に新車新規登録から11年 (ガソリン車及びＬＰＧ車については13年)

を経過した自動車について､ 税率のおおむね100分の10を重課する特例措置を､ その翌年度以後に

ついて講じる｡

(２) 県税の収納事務の委託に関する事項

県税に係る徴収金で規則に定めるものについては､ 徴収金の払込先に､ 知事が収納の事務を委託した

者を加える｡

(３) 自動車税及び自動車取得税の課税免除に関する事項

自動車税及び自動車取得税の課税免除の対象を､ 社会福祉法人等が専ら次の事業の用に供する自動車

とする｡

(４) その他所要の規定の整備を行うこと｡

(５) 施行期日等

ア 施行期日は､ 地方税法等の一部を改正する法律の施行の日とする｡ ただし､ 次に掲げる事項は､ そ

れぞれに定める日から施行する｡

(ア) (２)に関する事項 公布の日

(イ) (３)に関する事項 平成18年４月１日

(ウ) (１)のウに関する事項 平成18年７月１日

(エ) (１)のア(キ)に関する事項 平成19年１月１日
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改 正 後 現 行

障害者自立支援法に規定する児童デイサービスに

係る事業

児童福祉法に規定する児童デイサービス事業

障害者自立支援法に規定する短期入所に係る事業 ア 児童福祉法に規定する児童短期入所事業

イ 身体障害者福祉法に規定する身体障害者短期

入所事業

ウ 知的障害者福祉法に規定する知的障害者短期

入所事業

障害者自立支援法に規定する障害者デイサービス

に係る事業

ア 身体障害者福祉法に規定する身体障害者デイ

サービス事業

イ 知的障害者福祉法に規定する知的障害者デイ

サービス事業



(オ) (１)のア(イ)から(エ)まで及び(カ)に関する事項 平成19年４月１日

(カ) (１)のア(ア)に関する事項 平成20年１月１日

(キ) (１)のア(オ)に関する事項 平成20年４月１日

(ク) (４)の一部 会社法の施行の日又は道路運送法等の一部を改正する法律の施行の日

イ 所要の経過措置を講じる｡

ウ この条例の失効に関し所要の規定を設ける｡

条 例

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する｡

平成18年３月28日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県条例第21号

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例 (平成12年鳥取県条例第61号) の一部を次

のように改正する｡

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条 (以下 ｢移動条｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄

中条の表示に下線が引かれた条 (以下 ｢移動後条｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動条を当該移動後条

とし､ 移動後条に対応する移動条が存在しない場合には､ 当該移動後条 (以下 ｢追加条｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (条の表示を除く｡ 以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分 (条の表示及び追加条を除く｡ 以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合

には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正

後部分を加える｡

鳥 取 県 公 報 (号外)第37号平成18年３月28日 火曜日4

改 正 後 改 正 前

(課税免除の届出等)

第６条 第２条又は第３条第１項の規定により県税の

課税を受けないこととなる者は､ 次に掲げる事項を

記載した届出書を､ 個人にあっては第２条に規定す

る設備若しくは特別償却設備 (以下この条において

｢対象設備｣ という｡) 又はその敷地である土地を事

業の用に供した日の属する年の翌年の３月15日又は

県税条例第７条第１項若しくは第２項の規定により

延長された事業税の申告期限 (以下 ｢延長申告期限｣

という｡) までに､ 法人にあっては対象設備又はそ

の敷地である土地を事業の用に供した日の属する事

業年度に係る県税条例第60条の表第１号から第４号

(課税免除の届出等)

第６条 第２条又は第３条第１項の規定により県税の

課税を受けないこととなる者は､ 次に掲げる事項を

記載した届出書を､ 第２条に規定する設備若しくは

特別償却設備 (以下この条において ｢対象設備｣ と

いう｡) 又はその敷地である土地を事業の用に供す

ることとなった日から30日以内に､ 知事に提出しな

ければならない｡
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までに規定する期間 (以下 ｢法人事業税申告納付期

間｣ という｡) の末日又は延長申告期限までに､ 知

事に提出しなければならない｡

(１)～(５) 略

２ 第３条第２項の規定により事業税の課税を受けな

いこととなる者は､ 次に掲げる事項を記載した届出

書を､ 当該課税を受けないこととなる年度の初日の

属する年の３月15日又は延長申告期限までに知事に

提出しなければならない｡

(１)～(４) 略

３ 略

(不均一課税の適用の申請)

第７条 第４条及び第５条の規定により不均一課税の

適用を受けようとする者は､ 次の各号に掲げる不均

一課税の区分に応じ､ 当該各号に定める日までに､

不均一課税適用申請書を知事に提出しなければなら

ない｡

(１) 第４条の規定による不均一課税 個人にあっ

ては家屋又はその敷地である土地を商業基盤施設

の用に供した日の属する年の翌年の３月15日又は

延長申告期限､ 法人にあっては家屋又はその敷地

である土地を商業基盤施設の用に供した日の属す

る事業年度に係る法人事業税申告納付期間の末日

又は延長申告期限

(２) 第５条の規定による不均一課税 個人にあっ

ては家屋又はその敷地である土地を事業の用に供

した日の属する年の翌年の３月15日又は延長申告

期限､ 法人にあっては家屋又はその敷地である土

地を事業の用に供した日の属する事業年度に係る

法人事業税申告納付期間の末日又は延長申告期限

２及び３ 略

(不動産取得税の徴収猶予)

第９条 知事は､ 家屋又は土地の取得に対して課する

不動産取得税を徴収する場合において､ 当該家屋又

は土地の取得者から当該不動産取得税について第２

条､ 第３条第１項､ 第４条又は第５条の規定の適用

があるべき旨の申告があり､ 当該申告が真実である

と認めるときは､ 個人にあっては当該家屋又は土地

を取得した日の属する年の翌年の10月15日まで､ 法

人にあっては当該家屋又は土地を取得した日の属す

る事業年度に係る法人事業税申告納付期間の末日か

(１)～(５) 略

２ 第３条第２項の規定により事業税の課税を受けな

いこととなる者は､ 次に掲げる事項を記載した届出

書を､ 当該課税を受けないこととなる年度の初日の

属する年の３月15日までに知事に提出しなければな

らない｡

(１)～(４) 略

３ 略

(不均一課税の適用の申請)

第７条 第４条及び第５条の規定により不均一課税の

適用を受けようとする者は､ 次の各号に掲げる不均

一課税の区分に応じ､ 当該各号に定める日から30日

以内に､ 不均一課税適用申請書を知事に提出しなけ

ればならない｡

(１) 第４条の規定による不均一課税 家屋又はそ

の敷地である土地を商業基盤施設の用に供するこ

ととなった日

(２) 第５条の規定による不均一課税 家屋又はそ

の敷地である土地を事業の用に供することとなっ

た日

２及び３ 略
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ら７月後まで､ 第２条､ 第３条第１項､ 第４条又は

第５条の規定の適用がある家屋又は土地に係る不動

産取得税のうち第２条若しくは第３条第１項の規定

により課税を受けないこととなる額又は第４条若し

くは第５条の規定により不均一課税の適用を受ける

こととなる額以外の額に相当する税額の徴収を猶予

する｡

２ 知事は､ 前項の規定により徴収を猶予した期間の

末日後においても特に継続して徴収を猶予する必要

があると認めるときは､ その納税者からの申告によ

り､ 当該期間を１年間延長することができる｡ 当該

延長に係る期間の末日後､ これを更に延長しようと

するときも､ 同様とする｡

３ 知事が､ 前２項の規定により徴収を猶予した期間

の末日の前日までに､ 第２条､ 第３条第１項､ 第４

条又は第５条の規定を適用する旨の決定をした場合

は､ 前２項の規定にかかわらず､ その決定した日の

１月後まで徴収を猶予したものとみなす｡

４ 第１項の申告は､ 県税条例第82条の規定による納

期の末日までにしなければならない｡

５ 知事は､ 第１項又は第２項の規定により徴収を猶

予したときは､ その旨をその納税者に通知するもの

とする｡ 第１項又は第２項の申告につき徴収の猶予

を認めないときも､ 同様とする｡

６ 知事は､ 第１項又は第２項の規定により徴収を猶

予した期間内は､ その猶予に係る徴収金について､

新たに督促及び滞納処分 (交付要求を除く｡) をす

ることができない｡

７ 知事は､ 第１項又は第２項の規定により徴収を猶

予した場合においては､ その徴収を猶予した税額に

係る延滞金額中当該徴収を猶予した期間に対応する

部分の金額を免除するものとする｡

(徴収猶予の取消し)

第10条 知事は､ 前条第１項又は第２項の規定により

徴収を猶予した場合において､ 当該徴収の猶予に係

る不動産取得税について第２条､ 第３条第１項､ 第

４条又は第５条の規定の適用がないことが明らかと

なったとき､ 又は徴収の猶予の事由の一部に変更が

あることが明らかになったときは､ 当該徴収を猶予

した税額の全部又は一部についてその徴収の猶予を

取り消し､ これを直ちに徴収する｡

２ 知事は､ 前項の規定により徴収の猶予を取り消し



附 則

(施行期日)

１ この条例は､ 公布の日から施行する｡

(経過措置)

２ 改正後の特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例第６条第１項及び第２項並びに

第７条第１項の規定は､ この条例の施行の日以後に提出期限の到来する届出及び申請に適用し､ 同日前に提出

期限の到来する届出及び申請については､ なお従前の例による｡

鳥取県税条例の一部を改正する条例をここに公布する｡

平成18年３月28日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県条例第22号

鳥取県税条例の一部を改正する条例

第１条 鳥取県税条例 (平成13年鳥取県条例第10号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中条､ 項､ 号及び号の細目の表示に下線が引かれた条､ 項､ 号及び号の細目 (以下この

条において ｢移動条項等｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中条､ 項､ 号及び号の細目の表示に下線が

引かれた条､ 項､ 号及び号の細目 (以下この条において ｢移動後条項等｣ という｡) が存在する場合には､ 当

該移動条項等を当該移動後条項等とし､ 移動条項等に対応する移動後条項等が存在しない場合には､ 当該移動

条項等 (以下この条において ｢削除条項等｣ という｡) を削り､ 移動後条項等に対応する移動条項等が存在し

ない場合には､ 当該移動後条項等 (以下この条において ｢追加条項等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (条､ 項及び号の細目の表示並びに削除条項等を除く｡ 以下この

条において ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (条､ 項及び号の細目

の表示並びに追加条項等を除く｡ 以下この条において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改

正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削る｡
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たときは､ その旨をその納税者に通知するものとす

る｡

３ 第１項の規定により徴収の猶予を取り消したとき

は､ 前条第７項の規定は､ 適用しない｡

(特例措置が競合する場合における規定の適用等)

第11条 略

(委任)

第12条 略

(特例措置が競合する場合における規定の適用等)

第９条 略

(委任)

第10条 略

改 正 後 改 正 前
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(納付又は納入先)

第６条 納税者 (個人の県民税､ 地方消費税の貨物割

並びに証紙徴収の方法により徴収される自動車税､

自動車取得税及び狩猟税に係る者を除く｡) 又は特

別徴収義務者 (個人の県民税に係る者を除く｡) が

徴収金又は納入金を納付又は納入するときは､ 納付

書又は納入書によって､ 次の各号のいずれかに該当

する者に払い込まなければならない｡ ただし､ 第３

号に掲げる者に対する払込みは､ 県税に係る徴収金

で規則に定めるものを払い込む場合に限るものとす

る｡

(１) 県指定金融機関､ 県指定代理金融機関又は県

収納代理金融機関 (以下 ｢指定金融機関等｣ とい

う｡)

(２) 鳥取県､ 島根県､ 岡山県､ 広島県又は山口県

の区域内の郵便局 (以下 ｢郵便局｣ という｡)

(３) 地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号) 第

158条の２第１項の規定により知事が収納の事務

を委託した者

２ 略

(用語)

第20条 この節において､ 次の各号に掲げる用語の意

義は､ それぞれ当該各号に定めるところによる｡

(１)～(９) 略

(10) 資本金等の額 法第23条第１項第４号の５に

規定する資本金等の額をいう｡

(11) 略

(所得控除)

第23条 所得割の課税標準の算定に当たっては､ 法第

34条の定めるところにより､ 雑損控除額､ 医療費控

除額､ 社会保険料控除額､ 小規模企業共済等掛金控

除額､ 生命保険料控除額､ 地震保険料控除額､ 寄附

金控除額､ 障害者控除額､ 寡婦 (寡夫) 控除額､ 勤

労学生控除額､ 配偶者控除額､ 配偶者特別控除額､

扶養控除額又は基礎控除額を､ それぞれ前年の所得

について算定した総所得金額､ 退職所得金額又は山

林所得金額から控除する｡

(所得割の税率)

第24条 所得割の額は､ 課税総所得金額､ 課税退職所

(納付又は納入先)

第６条 納税者 (個人の県民税､ 地方消費税の貨物割

並びに証紙徴収の方法により徴収される自動車税､

自動車取得税及び狩猟税に係る者を除く｡) 又は特

別徴収義務者 (個人の県民税に係る者を除く｡) が

徴収金又は納入金を納付又は納入するときは､ 納付

書又は納入書によって､ 県指定金融機関､ 県指定代

理金融機関若しくは県収納代理金融機関 (以下 ｢指

定金融機関等｣ という｡) 又は鳥取県､ 島根県､ 岡

山県､ 広島県若しくは山口県の区域内の郵便局 (以

下 ｢郵便局｣ という｡) に払い込まなければならな

い｡

２ 略

(用語)

第20条 この節において､ 次の各号に掲げる用語の意

義は､ それぞれ当該各号に定めるところによる｡

(１)～(９) 略

(10) 資本等の金額 法第23条第１項第４号の５に

規定する資本等の金額をいう｡

(11) 略

(所得控除)

第23条 所得割の課税標準の算定に当たっては､ 法第

34条の定めるところにより､ 雑損控除額､ 医療費控

除額､ 社会保険料控除額､ 小規模企業共済等掛金控

除額､ 生命保険料控除額､ 損害保険料控除額､ 寄附

金控除額､ 障害者控除額､ 寡婦 (寡夫) 控除額､ 勤

労学生控除額､ 配偶者控除額､ 配偶者特別控除額､

扶養控除額又は基礎控除額を､ それぞれ前年の所得

について算定した総所得金額､ 退職所得金額又は山

林所得金額から控除する｡

(所得割の税率)

第24条 所得割は､ 次の各号に掲げる所得金額の区分
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得金額及び課税山林所得金額の合計額に､ 100分の

４を乗じて得た金額とする｡

に応じ､ それぞれ当該各号に定める金額によって課

する｡

(１) 課税総所得金額又は課税退職所得金額 次の

表の左欄に掲げる場合の区分に応じ､ それぞれ同

表の右欄に定める算式によって算定した金額

当該所得金額が700万

円以下である場合

所得金額×２/100

当該所得金額が700万

円を超える場合

700万円×２/100＋700万

円を超える部分の金額×

３/100

(２) 課税山林所得金額 次の表の左欄に掲げる場

合の区分に応じ､ それぞれ同表の右欄に定める算

式によって算定した金額

当該所得金額が3,500

万円以下である場合

所得金額×２/100

当該所得金額が3,500

万円を超える場合

3,500万円×２/100＋3,500

万円を超える部分の金額

×３/100

２ 略

(調整控除)

第24条の２ 所得割の納税義務者については､ その者

の前条の規定により算定した所得割の額から法第37

条の規定による金額を控除する｡

(住宅借入金等特別控除)

第24条の３ 平成20年度から平成28年度までの各年度

分の個人の県民税に限り､ 所得割の納税義務者が前

年分の所得税につき租税特別措置法 (昭和32年法律

第26号) 第41条又は第41条の２の２の規定の適用を

受けた場合 (同法第41条第１項に規定する居住年が

平成11年から平成18年までの各年である場合に限る｡)

には､ 法附則第５条の４第１項の規定による金額を

当該納税義務者の前２条の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する｡

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除)

第24条の４ 所得割の納税義務者が､ 法第32条第13項

の申告書に記載した特定配当等に係る所得の金額の

計算の基礎となった特定配当等の額について第５款

の規定により配当割額を課された場合又は同条第15

項の申告書に記載した特定株式等譲渡所得金額に係

る所得の金額の計算の基礎となった特定株式等譲渡

２ 略

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除)

第24条の２ 所得割の納税義務者が､ 法第32条第13項

の申告書に記載した特定配当等に係る所得の金額の

計算の基礎となった特定配当等の額について第５款

の規定により配当割額を課された場合又は同条第15

項の申告書に記載した特定株式等譲渡所得金額に係

る所得の金額の計算の基礎となった特定株式等譲渡
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所得金額について第６款の規定により株式等譲渡所

得割額を課された場合には､ 当該配当割額又は当該

株式等譲渡所得割額に５分の２を乗じて得た金額を､

その者の前３条及び法第37条の２の規定を適用した

場合の所得割の額から控除する｡

(配当控除)

第25条 当分の間､ 所得割の納税義務者の前年の総所

得金額のうちに､ 法附則第５条第１項に規定する配

当所得があるときは､ 同項各号に掲げる金額の合計

額を､ その者の第24条及び第24条の２の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する｡

２ 前項の規定の適用がある場合における前条の規定

の適用については､ 同条中 ｢前３条｣ とあるのは､

｢前３条及び次条第１項｣ とする｡

第26条 削除

(個人の均等割の税率の特例)

第27条の２ 平成18年度分の個人の均等割に限り､ 前

年の合計所得金額が125万円以下であり､ かつ､ 平

所得金額について第６款の規定により株式等譲渡所

得割額を課された場合には､ 当該配当割額又は当該

株式等譲渡所得割額に100分の32を乗じて得た金額

を､ その者の前条並びに法第36条及び第37条の２の

規定を適用した場合の所得割の額から控除する｡

２ 平成17年度から平成20年度までの各年度分の個人

の県民税に係る前項の規定の適用については､ 同項

中 ｢100分の32｣ とあるのは､ ｢３分の１｣ とする｡

(配当控除)

第25条 当分の間､ 所得割の納税義務者の前年の総所

得金額のうちに､ 法附則第５条第１項に規定する配

当所得があるときは､ 同項各号に掲げる金額の合計

額を､ その者の第24条及び法第36条の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除する｡

２ 前項の規定の適用がある場合における前条第１項

の規定の適用については､ 同項中 ｢前条｣ とあるの

は､ ｢前条及び次条第１項｣ とする｡

(個人の県民税の負担軽減の特例)

第26条 法附則第40条の規定により特例措置が講じら

れる間の個人の県民税については､ 次項から第４項

までに定めるところによる｡

２ 平成12年度以後の各年度分の個人の県民税の所得

割に係る法第34条第１項第11号に規定する特定扶養

親族に係る扶養控除額は､ 同号の規定にかかわらず､

同号に規定する金額に２万円を加算した額とする｡

３ 平成12年度以後の各年度分の個人の県民税の所得

割に係る法第34条第４項に規定する特定扶養親族に

係る扶養控除額は､ 同項の規定にかかわらず､ 同項

に規定する金額に２万円を加算した額とする｡

４ 平成18年度以後の各年度分の個人の県民税につい

て､ 法附則第40条第７項の規定により算定される県

民税に係る定率による税額控除の額を､ 所得割の納

税義務者の第24条及び法第36条の規定を適用した場

合の所得割 (第28条の規定によって課する所得割を

除く｡) の額から控除する｡

(個人の均等割の税率の特例)

第27条の２ 平成17年度分の個人の均等割に限り､ 平

成17年１月１日現在において､ 県内に住所を有する
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成17年１月１日現在において年齢65歳以上であった

者 (法の施行地に住所を有しない者を除く｡) に対

して課する個人の均等割の税率は､ 前条の規定にか

かわらず､ 300円とする｡

２ 平成19年度分の個人の均等割に限り､ 前年の合計

所得金額が125万円以下であり､ かつ､ 平成17年１

月１日現在において年齢65歳以上であった者 (法の

施行地に住所を有しない者を除く｡) に対して課す

る個人の均等割の税率は､ 前条の規定にかかわらず､

600円とする｡

(分離課税に係る所得割の税率)

第30条 分離課税に係る所得割の税率は､ 100分の４

とする｡

ことにより均等割の納税義務を負う夫と生計を一に

する妻で夫が住所を有する市町村内に住所を有する

ものに対して課する個人の均等割の税率は､ 前条の

規定にかかわらず､ 500円とする｡

２ 平成18年度分の個人の均等割に限り､ 前年の合計

所得金額が125万円以下であり､ かつ､ 平成17年１

月１日現在において年齢65歳以上であった者 (県内

に住所を有しない者を除く｡) に対して課する個人

の均等割の税率は､ 前条の規定にかかわらず､ 300

円とする｡

３ 平成19年度分の個人の均等割に限り､ 前年の合計

所得金額が125万円以下であり､ かつ､ 平成17年１

月１日現在において年齢65歳以上であった者 (県内

に住所を有しない者を除く｡) に対して課する個人

の均等割の税率は､ 前条の規定にかかわらず､ 600

円とする｡

(分離課税に係る所得割の税率)

第30条 分離課税に係る所得割は､ 次の表の左欄に掲

げる場合の区分に応じ､ それぞれ同表の右欄に定め

る算式によって算定した金額によって課する｡

当該所得金額が700万

円以下である場合

所得金額×２/100

当該所得金額が700万

円を超える場合

700万円×２/100＋700万

円を超える部分の金額×

３/100

２ 分離課税に係る所得割の額は､ 当分の間､ 前条及

び前項の規定を適用して算出した金額からその10分

の１に相当する金額を控除して得た金額とする｡

(法人税割の税率)

第40条 略

２ 前項の表(２)イの中小法人等とは､ 法人のうち､

資本金の額若しくは出資金の額が１億円以下のもの

若しくは資本若しくは出資を有しないもの (保険業

法 (平成７年法律第105号) に規定する相互会社を

除く｡) 又は第21条第６項において法人とみなされ

るものであって､ かつ､ 法人税割の課税標準となる

法人税額又は個別帰属法人税額が年1,000万円以下

のものをいう｡

３ 前項の規定を適用する場合において､ 資本金の額

若しくは出資金の額が１億円以下のもの又は資本若

２ 前項の規定の適用については､ 当分の間､ 同項中

｢算定した金額｣ とあるのは ｢算定した金額からそ

の10分の１に相当する金額を控除して得た金額｣ と

する｡

(法人税割の税率)

第40条 略

２ 前項の表(２)イの中小法人等とは､ 法人のうち､

資本の金額若しくは出資金額が１億円以下のもの若

しくは資本若しくは出資を有しないもの (保険業法

(平成７年法律第105号) に規定する相互会社を除く｡)

又は第21条第６項において法人とみなされるもので

あって､ かつ､ 法人税割の課税標準となる法人税額

又は個別帰属法人税額が年1,000万円以下のものを

いう｡

３ 前項の規定を適用する場合において､ 資本の金額

若しくは出資金額が１億円以下のもの又は資本若し
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しくは出資を有しないものであるかどうかの判定は､

法第51条第２項に定める日の現況によるものとする｡

４～６ 略

(法人等の均等割の税率)

第41条 法人等の均等割の税率は､ 次の表の法人等の

欄に掲げる区分に応じ､ それぞれ同表の税率の欄に

定める額とする｡

くは出資を有しないものであるかどうかの判定は､

法第51条第２項に定める日の現況によるものとする｡

４～６ 略

(法人等の均等割の税率)

第41条 法人等の均等割の税率は､ 次の表の法人等の

欄に掲げる区分に応じ､ それぞれ同表の税率の欄に

定める額とする｡

法 人 等 税率 法 人 等 税率

(１) 資本金等の額が50億円を超える

法人 (保険業法に規定する相互会社

以外の法人で資本金の額又は出資金

の額を有しないもの及び法第52条第

２項第３号に規定する公共法人等を

除く｡ (２)から(４)までにおいて同

じ｡)

略 (１) 資本等の金額が50億円を超える

法人 (保険業法に規定する相互会社

以外の法人で資本の金額又は出資金

額を有しないもの及び法第52条第２

項第３号に規定する公共法人等を除

く｡ (２)から(４)までにおいて同じ｡)

略

(２) 資本金等の額が10億円を超え50

億円以下である法人

略 (２) 資本等の金額が10億円を超え50

億円以下である法人

略

(３) 資本金等の額が１億円を超え10

億円以下である法人

略 (３) 資本等の金額が１億円を超え10

億円以下である法人

略

(４) 資本金等の額が1,000万円を超

え１億円以下である法人

略 (４) 資本等の金額が1,000万円を超

え１億円以下である法人

略

略 略

(配当割の税率の特例)

第53条の４ 平成16年１月１日から平成20年３月31日

までの間に支払を受けるべき特定配当等 (租税特別

措置法第４条の２第９項及び第４条の３第10項の規

定の適用を受けるものを除く｡) の額に係る配当割

の税率は､ 前条の規定にかかわらず､ 100分の３と

する｡

(法人等の均等割の税率の特例)

第53条の20 平成17年４月１日から平成20年３月31日

までの間に開始する各事業年度若しくは各連結事業

年度又は法第52条第２項第３号若しくは第４号の期

間に係る法人等の均等割の税率は､ 第41条の規定に

かかわらず､ 同条の表の法人等の欄に掲げる区分に

応じ､ それぞれ同表の税率の欄に定める額に次の表

の法人等の欄に掲げる区分に応じ､ それぞれ同表の

加算額の欄に定める額を加算した額とする｡

(配当割の税率の特例)

第53条の４ 平成16年１月１日から平成20年３月31日

までの間に支払を受けるべき特定配当等 (租税特別

措置法 (昭和32年法律第26号) 第４条の２第９項及

び第４条の３第10項の規定の適用を受けるものを除

く｡) の額に係る配当割の税率は､ 前条の規定にか

かわらず､ 100分の３とする｡

(法人等の均等割の税率の特例)

第53条の20 平成17年４月１日から平成20年３月31日

までの間に開始する各事業年度若しくは各連結事業

年度又は法第52条第２項第３号若しくは第４号の期

間に係る法人等の均等割の税率は､ 第41条の規定に

かかわらず､ 同条の表の法人等の欄に掲げる区分に

応じ､ それぞれ同表の税率の欄に定める額に次の表

の法人等の欄に掲げる区分に応じ､ それぞれ同表の

加算額の欄に定める額を加算した額とする｡

法 人 等 加算額 法 人 等 加算額

(１) 資本金等の額が50億円を超える 略 (１) 資本等の金額が50億円を超える 略
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法人 (保険業法に規定する相互会社

以外の法人で資本金の額又は出資金

の額を有しないもの及び法第52条第

２項第３号に規定する公共法人等を

除く｡ (２)から(４)までにおいて同

じ｡)

法人 (保険業法に規定する相互会社

以外の法人で資本の金額又は出資金

額を有しないもの及び法第52条第２

項第３号に規定する公共法人等を除

く｡ (２)から(４)までにおいて同じ｡)

(２) 資本金等の額が10億円を超え50

億円以下である法人

略 (２) 資本等の金額が10億円を超え50

億円以下である法人

略

(３) 資本金等の額が１億円を超え10

億円以下である法人

略 (３) 資本等の金額が１億円を超え10

億円以下である法人

略

(４) 資本金等の額が1,000万円を超

え１億円以下である法人

略 (４) 資本等の金額が1,000万円を超

え１億円以下である法人

略

略 略

(事業税の納税義務者等)

第54条 法人の行う事業に対する事業税は､ 法人の行

う事業に対し､ 次の表の事業の欄に掲げる事業の区

分に応じ､ それぞれ同表の額の欄に定める額によっ

て､ その事業を行う法人に課する｡

(事業税の納税義務者等)

第54条 法人の行う事業に対する事業税は､ 法人の行

う事業に対し､ 次の表の事業の欄に掲げる事業の区

分に応じ､ それぞれ同表の額の欄に定める額によっ

て､ その事業を行う法人に課する｡

事業 額 事業 額

(１) (２)

及び(３)

に掲げる

事業以外

の事業

略 (１) (２)

及び(３)

に掲げる

事業以外

の事業

略

イ 法第72条の４第１

項各号に掲げる法人､

法第72条の５第１項

各号に掲げる法人､

特別法人 (法第72条

の24の７第６項に規

定する特別法人をい

う｡ 以下この節にお

いて同じ｡)､ 法第72

条の２第４項に規定

する人格のない社団

等､ 同条第１項第１

号ロに規定する投資

法人及び同号ロに規

定する特定目的会社

並びにこれらの法人

以外の法人で資本金

の額若しくは出資金

の額が１億円以下の

もの又は資本若しく

は出資を有しないも

の (次条第１項の表

略 イ 法第72条の４第１

項各号に掲げる法人､

法第72条の５第１項

各号に掲げる法人､

特別法人 (法第72条

の24の７第６項に規

定する特別法人をい

う｡ 以下この節にお

いて同じ｡)､ 法第72

条の２第４項に規定

する人格のない社団

等､ 同条第１項第１

号ロに規定する投資

法人及び同号ロに規

定する特定目的会社

並びにこれらの法人

以外の法人で資本の

金額若しくは出資金

額が１億円以下のも

の又は資本若しくは

出資を有しないもの

(次条第１項の表に

略
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において ｢外形標準

課税対象外法人｣ と

いう｡)

おいて ｢外形標準課

税対象外法人｣ とい

う｡)

略 略

(３) 電気

供給業､

ガス供給

業及び保

険業

略 (３) 電気

供給業､

ガス供給

業､ 生命

保険業及

び損害保

険業

略

２ 保険業法等の一部を改正する法律 (平成17年法律

第38号) 附則第２条に規定する特定保険業について

の前項の規定の適用については､ 当分の間､ 当該特

定保険業は､ 同項の表(３)の規定にかかわらず､ 同

表(１)に掲げる事業とみなす｡

３ 略

４ 略

(法人の事業税の課税標準)

第55条 法人の行う事業に対する事業税の課税標準は､

次の表の事業の欄に掲げる事業の区分に応じ､ それ

ぞれ同表の課税標準の欄に定めるものによる｡

２ 略

３ 略

(法人の事業税の課税標準)

第55条 法人の行う事業に対する事業税の課税標準は､

次の表の事業の欄に掲げる事業の区分に応じ､ それ

ぞれ同表の課税標準の欄に定めるものによる｡

事業 課 税 標 準 事業 課 税 標 準

(１) (２)

及び(３)

に掲げる

事業以外

の事業

外形

標準

課税

対象

法人

略 (１) (２)

及び(３)

に掲げる

事業以外

の事業

外形

標準

課税

対象

法人

略

資本割 各事業年度の資本金

等の額

資本割 各事業年度の資本等

の金額

略 略

略 略

略 略

(３) 電気

供給業､

ガス供給

業及び保

険業

略 (３) 電気

供給業､

ガス供給

業､ 生命

保険業及

び損害保

険業

略

２ 略

３ 第１項の表の課税標準の欄に定める各事業年度の

資本金等の額は､ 法第72条の21の規定により算定さ

れる金額による｡

２ 略

３ 第１項の表の課税標準の欄に定める各事業年度の

資本等の金額は､ 法第72条の21の規定により算定さ

れる金額による｡
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４及び５ 略

(法人の区分経理の義務)

第56条 略

２ 電気供給業､ ガス供給業又は保険業とその他の事

業とを併せて行う法人で事業税の納税義務があるも

のは､ それぞれの事業に関する経理を区分して行わ

なければならない｡

(法人の事業税の税率)

第58条 法人の事業税の税率については､ 次項から第

５項までに定めるところによる｡

２ 次項から第５項までに掲げる法人以外の法人の事

業税の額は､ 次の表の事業の欄に掲げる事業ごとに､

同表の法人の欄に掲げる法人の区分に応じ､ それぞ

れ同表の金額の欄に掲げる金額に同表の税率の欄に

定める税率を乗じて得た金額の合計額とする｡

４及び５ 略

(法人の区分経理の義務)

第56条 略

２ 電気供給業､ ガス供給業､ 生命保険業又は損害保

険業とその他の事業とを併せて行う法人で事業税の

納税義務があるものは､ それぞれの事業に関する経

理を区分して行わなければならない｡

(法人の事業税の税率)

第58条 法第72条の24の７の規定にかかわらず､ 法附

則第40条の規定により特例措置が講じられる間の法

人の事業税の税率については､ 次項から第５項まで

に定めるところによる｡

２ 平成11年４月１日以後に開始する各事業年度に係

る法人の事業税及び同日以後の解散 (合併による解

散を除く｡) による清算所得に対する法人の事業税

(清算所得に対する事業税を課される法人の清算中

の事業年度に係る法人の事業税及び残余財産の一部

分配により納付すべき法人の事業税を含む｡) 並び

に特定信託の特定目的会社による特定資産の流動化

に関する法律等の一部を改正する法律 (平成12年法

律第97号) の施行の日以後に終了する各計算期間に

係る法人の事業税の額は､ 次の表の事業の欄に掲げ

る事業ごとに､ 同表の法人の欄に掲げる法人の区分

に応じ､ それぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同

表の税率の欄に定める税率を乗じて得た金額の合計

額とする｡

事業 法人 金 額 税率 事業 法人 金額 税率

(１) (２)

及び(３)

に掲げる

事業以外

の事業

外形標

準課税

対象法

人

略 (１) (２)

及び(３)

に掲げる

事業以外

の事業

外形標

準課税

対象法

人

略

各事業年度の資本

金等の額

略 各事業年度の資本

等の金額

略

略 略

略 略

略 略

(３) 電気

供給業､

ガス供給

業及び保

険業

電気供

給業､

ガス供

給業及

び保険

業を行

う法人

略 (３) 電気

供給業､

ガス供給

業､ 生命

保険業及

び損害保

険業

電気供

給業､

ガス供

給業､

生命保

険業及

び損害

保険業

略
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を行う

法人

３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本金の額又は出資金

の額が1,000万円以上のものが行う事業に対する法

人の事業税の額は､ 前項の表(１)又は(２)の規定に

かかわらず､ 次の表の法人の欄に掲げる法人の区分

に応じ､ それぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同

表の税率の欄に定める税率を乗じて得た金額の合計

額とする｡

３ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う法人で資本の金額又は出資金

額が1,000万円以上のものが行う事業に対する法人

の事業税の額は､ 前項の表(１)又は(２)の規定にか

かわらず､ 次の表の法人の欄に掲げる法人の区分に

応じ､ それぞれ同表の金額の欄に掲げる金額に同表

の税率の欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額

とする｡

法人 金 額 税率 法人 金 額 税率

外形標準課税

対象法人

略 外形標準課税

対象法人

略

各事業年度の資本金等の

額

略 各事業年度の資本等の金

額

略

略 略

略 略

４ 租税特別措置法第68条第１項の規定に該当する法

人の同項に規定する各事業年度に係る法人の事業税

の額は､ 第２項の規定にかかわらず､ 次の表の事業

の欄に掲げる事業の区分に応じ､ それぞれ同表の金

額の欄に掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率

を乗じて得た金額の合計額とする｡

４ 租税特別措置法第68条第１項の規定に該当する法

人の同項に規定する各事業年度に係る法人の事業税

の額は､ 第２項の規定にかかわらず､ 次の表の事業

の欄に掲げる事業の区分に応じ､ それぞれ同表の金

額の欄に掲げる金額に同表の税率の欄に定める税率

を乗じて得た金額の合計額とする｡

事業 金 額 税率 事業 金 額 税率

略 略

(３) 電気供

給業､ ガス

供給業及び

保険業

略 (３) 電気供

給業､ ガス

供給業､ 生

命保険業及

び損害保険

業

略

５ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う租税特別措置法第68条第１項

の規定に該当する法人で資本金の額又は出資金の額

が1,000万円以上のものが行う事業に対する同項に

規定する各事業年度に係る法人の事業税の額は､ 第

３項及び前項の表(１)又は(２)の規定にかかわらず､

次の表の金額の欄に掲げる金額に､ それぞれ同表の

税率の欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額と

する｡

５ 他の２以上の都道府県においても事務所又は事業

所を設けて事業を行う租税特別措置法第68条第１項

の規定に該当する法人で資本の金額又は出資金額が

1,000万円以上のものが行う事業に対する同項に規

定する各事業年度に係る法人の事業税の額は､ 第３

項及び前項の表(１)又は(２)の規定にかかわらず､

次の表の金額の欄に掲げる金額に､ それぞれ同表の

税率の欄に定める税率を乗じて得た金額の合計額と

する｡

略 略

(法人の事業税の申告納付)

第60条 事業税の納税義務がある法人は､ 各事業年度

(法人の事業税の申告納付)

第60条 事業税の納税義務がある法人は､ 各事業年度
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の付加価値額､ 資本金等の額､ 所得及び清算所得若し

くは収入金額又は各特定信託の各計算期間の所得につ

き次の表の法人の欄に掲げる区分に応じ､ それぞれ同

表の期間の欄に定める期間内に法第72条の25第12項の

総務省令で定める様式による申告書を知事に提出し､

及びその税額を納付書によって納付しなければならな

い｡

の付加価値額､ 資本等の金額､ 所得及び清算所得若し

くは収入金額又は各特定信託の各計算期間の所得につ

き次の表の法人の欄に掲げる区分に応じ､ それぞれ同

表の期間の欄に定める期間内に法第72条の25第12項の

総務省令で定める様式による申告書を知事に提出し､

及びその税額を納付書によって納付しなければならな

い｡

略 略

(法人の事業税の期限後申告及び修正申告納付)

第61条 略

２ 前条若しくは前項若しくはこの項の規定によって

申告書若しくは修正申告書を提出した法人又は法第

72条の39､ 法第72条の41若しくは法第72条の41の２

の規定による更正若しくは決定を受けた法人は､ 当

該申告書若しくは修正申告書に記載した､ 又は当該

更正若しくは決定に係る付加価値額､ 資本金等の額､

所得､ 清算所得若しくは収入金額又は事業税額につ

いて不足額がある場合 (納付すべき事業税額がない

旨の申告書を提出した法人にあっては､ 納付すべき

事業税額がある場合) においては､ 遅滞なく､ 法第

72条の33第２項の総務省令で定める様式による修正

申告書を提出するとともに､ その修正により増加し

た税額を納付しなければならない｡

３ 略

(宅地等の取得に対して課する不動産取得税の課税標

準の特例)

第78条 宅地及び宅地比準土地 (宅地以外の土地で当

該土地の取得に対して課する不動産取得税の課税標

準となるべき価格が､ 当該土地とその状況が類似す

る宅地の不動産取得税の課税標準とされる価格に比

準する価格によって決定されるものをいう｡) を取

得した場合における当該土地の取得に対して課する

不動産取得税の課税標準は､ 前条第１項の規定にか

かわらず､ 当該取得が平成18年１月１日から平成21

年３月31日までの間に行われた場合に限り､ 当該土

地の価格の２分の１の額とする｡

(不動産取得税の税率の特例)

第80条 平成18年４月１日から平成21年３月31日まで

の間に住宅又は土地の取得が行われた場合における

不動産取得税の税率は､ 前条の規定にかかわらず､

(法人の事業税の期限後申告及び修正申告納付)

第61条 略

２ 前条若しくは前項若しくはこの項の規定によって

申告書若しくは修正申告書を提出した法人又は法第

72条の39､ 法第72条の41若しくは法第72条の41の２

の規定による更正若しくは決定を受けた法人は､ 当

該申告書若しくは修正申告書に記載した､ 又は当該

更正若しくは決定に係る付加価値額､ 資本等の金額､

所得､ 清算所得若しくは収入金額又は事業税額につ

いて不足額がある場合 (納付すべき事業税額がない

旨の申告書を提出した法人にあっては､ 納付すべき

事業税額がある場合) においては､ 遅滞なく､ 法第

72条の33第２項の総務省令で定める様式による修正

申告書を提出するとともに､ その修正により増加し

た税額を納付しなければならない｡

３ 略

(宅地等の取得に対して課する不動産取得税の課税標

準の特例)

第78条 宅地及び宅地比準土地 (宅地以外の土地で当

該土地の取得に対して課する不動産取得税の課税標

準となるべき価格が､ 当該土地とその状況が類似す

る宅地の不動産取得税の課税標準とされる価格に比

準する価格によって決定されるものをいう｡) を取

得した場合における当該土地の取得に対して課する

不動産取得税の課税標準は､ 前条第１項の規定にか

かわらず､ 当該取得が平成15年１月１日から平成17

年12月31日までの間に行われた場合に限り､ 当該土

地の価格の２分の１の額とする｡

(不動産取得税の税率の特例)

第80条 平成15年４月１日から平成18年３月31日まで

の間に不動産の取得が行われた場合における不動産

取得税の税率は､ 前条の規定にかかわらず､ 100分
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100分の３とする｡

２ 平成18年４月１日から平成20年３月31日までの間

に住宅以外の家屋の取得が行われた場合における不

動産取得税の税率は､ 前条の規定にかかわらず､

100分の3.5とする｡

(事業再構築計画等の認定を受けた事業者の事業の譲

渡に係る不動産の取得に対して課する不動産取得税の

減額に関する申告)

第111条 法附則第11条の４第５項の規定の適用を受

けようとする者は､ 知事が別に定める期日までに､

次に掲げる事項を記載した申告書に､ 同項の表の上

欄に掲げる計画 (以下この条及び次条において ｢認

定計画｣ という｡) に従って行われた事業の譲渡に

係る不動産の取得であることを証明する書類及び当

該不動産の取得の日から引き続き３年以上当該不動

産を認定計画に係る事業の用に供したことを証明す

る書類を添付して､ 知事に提出しなければならない｡

(１)～(４) 略

(事業再構築計画等の認定を受けた事業者の事業の譲

渡に係る不動産の取得に対して課する不動産取得税の

徴収猶予に関する申告等)

第112条 法附則第11条の４第６項の規定による徴収

猶予の適用を受けようとする者は､ 次に掲げる事項

を記載した申告書に､ 認定計画に従って行われた事

業の譲渡に係る不動産の取得であることを証明する

書類を添付して､ 第84条第１項の規定による申告を

する際に併せて知事に提出しなければならない｡

(１)～(４) 略

２及び３ 略

(たばこ税の税率)

第117条 たばこ税の税率は､ 1,000本につき898円と

する｡

(たばこ税の税率の特例)

第118条 平成18年７月１日以後に第115条第１項の売

渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等 (次項

において ｢売渡し等｣ という｡) が行われた製造た

ばこに係るたばこ税の税率は､ 前条の規定にかかわ

らず､ 当分の間､ 1,000本につき1,074円とする｡

２ 平成18年７月１日以後に売渡し等が行われたたば

の３とする｡

(事業再構築計画等の認定を受けた事業者の営業の譲

渡に係る不動産の取得に対して課する不動産取得税の

減額に関する申告)

第111条 法附則第11条の４第５項の規定の適用を受

けようとする者は､ 知事が別に定める期日までに､

次に掲げる事項を記載した申告書に､ 同項の表の上

欄に掲げる計画 (以下この条及び次条において ｢認

定計画｣ という｡) に従って行われた営業の譲渡に

係る不動産の取得であることを証明する書類及び当

該不動産の取得の日から引き続き３年以上当該不動

産を認定計画に係る事業の用に供したことを証明す

る書類を添付して､ 知事に提出しなければならない｡

(１)～(４) 略

(事業再構築計画等の認定を受けた事業者の営業の譲

渡に係る不動産の取得に対して課する不動産取得税の

徴収猶予に関する申告等)

第112条 法附則第11条の４第６項の規定による徴収

猶予の適用を受けようとする者は､ 次に掲げる事項

を記載した申告書に､ 認定計画に従って行われた営

業の譲渡に係る不動産の取得であることを証明する

書類を添付して､ 第84条第１項の規定による申告を

する際に併せて知事に提出しなければならない｡

(１)～(４) 略

２及び３ 略

(たばこ税の税率)

第117条 たばこ税の税率は､ 1,000本につき793円と

する｡

(たばこ税の税率の特例)

第118条 平成15年７月１日以後に第115条第１項の売

渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等 (次項

において ｢売渡し等｣ という｡) が行われた製造た

ばこに係るたばこ税の税率は､ 前条の規定にかかわ

らず､ 当分の間､ 1,000本につき969円とする｡

２ 平成15年７月１日以後に売渡し等が行われたたば
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こ事業法 (昭和59年法律第68号) 附則第２条の規定

による廃止前の製造たばこ定価法 (昭和40年法律第

122号) 第１条第１項に規定する紙巻たばこ三級品

の当該廃止の時における品目と同一である喫煙用の

紙巻たばこに係るたばこ税の税率は､ 前条及び前項

の規定にかかわらず､ 当分の間､ 1,000本につき511

円とする｡

(用語)

第134条の２ この節において､ 次の各号に掲げる用語

の意義は､ それぞれ当該各号に定めるところによる｡

(１)～(３) 略

(４) エネルギー消費効率 法附則第12条の３第３

項に規定するエネルギー消費効率をいう｡

(５) 基準エネルギー消費効率 法附則第12条の３

第３項に規定する基準エネルギー消費効率をいう｡

(６) 平成17年窒素酸化物排出許容限度 法附則第

12条の３第３項に規定する平成17年窒素酸化物排

出許容限度をいう｡

(自動車税の課税免除)

第137条 次の各号のいずれかに該当する自動車に対

しては､ 自動車税 (第８号に規定する自動車にあっ

ては､ 平成13年度以後の年度分の自動車税に限る｡)

を課さない｡ ただし､ 第４号から第13号までに規定

する自動車にあっては､ 知事の承認を受けたものに

限る｡

(１)～(７) 略

(８) 次に掲げる事業を営む社会福祉法人及び特定

非営利活動法人が専らその事業の用に供する自動

車 (通所者又は入所者の送迎の用に供するものに

限る｡)

こ事業法 (昭和59年法律第68号) 附則第２条の規定

による廃止前の製造たばこ定価法 (昭和40年法律第

122号) 第１条第１項に規定する紙巻たばこ三級品

の当該廃止の時における品目と同一である喫煙用の

紙巻たばこに係るたばこ税の税率は､ 前条及び前項

の規定にかかわらず､ 当分の間､ 1,000本につき461

円とする｡

(用語)

第134条の２ この節において､ 次の各号に掲げる用語

の意義は､ それぞれ当該各号に定めるところによる｡

(１)～(３) 略

(４) 低燃費車 法附則第12条の３第３項に規定す

る低燃費車をいう｡

(５) 優良低燃費車 法附則第12条の３第４項に規

定する優良低燃費車をいう｡

(６) 窒素酸化物排出許容限度 法附則第12条の３

第３項に規定する窒素酸化物排出許容限度をいう｡

(７) 低窒素酸化物排出許容限度 法附則第12条の

３第４項に規定する低窒素酸化物排出許容限度を

いう｡

(自動車税の課税免除)

第137条 次の各号のいずれかに該当する自動車に対

しては､ 自動車税 (第８号に規定する自動車にあっ

ては､ 平成13年度以後の年度分の自動車税に限る｡)

を課さない｡ ただし､ 第４号から第13号までに規定

する自動車にあっては､ 知事の承認を受けたものに

限る｡

(１)～(７) 略

(８) 次に掲げる事業を営む社会福祉法人及び特定

非営利活動法人が専らその事業の用に供する自動

車 (通所者又は入所者の送迎の用に供するものに

限る｡)

ア 児童福祉法 (昭和22年法律第164号) 第６条

の２第８項に規定する児童デイサービス事業

イ 児童福祉法第６条の２第９項に規定する児童

短期入所事業
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ア 略

イ 略

ウ 障害者自立支援法 (平成17年法律第123号)

第５条第７項に規定する児童デイサービスに係

る事業

エ 障害者自立支援法第５条第８項に規定する短

期入所に係る事業

オ 障害者自立支援法附則第８条第１項第６号に

規定する障害者デイサービスに係る事業

(９)～(13) 略

(自動車税の税率)

第138条 自動車税の税率は､ 次の表の自動車の欄に

掲げる自動車に対し､ １台について１年当たり､ 旧

登録自動車に係る新車新規登録を受けた日から起算

して12年 (ガソリン又は液化石油ガスを内燃機関の

燃料として用いる自動車にあっては､ 14年) を経過

する日の属する年度以後の年度分の自動車税にあっ

ては同表の重課税率の欄に定める額とし､ 平成17年

環境重視型低燃費自動車のうち平成16年４月１日か

ら平成17年３月31日までの間に新車新規登録を受け

たものに係る平成17年度分の自動車税及び平成17年

環境重視型低燃費自動車のうち平成17年４月１日か

ら平成18年３月31日までの間に新車新規登録を受け

たものに係る平成18年度分の自動車税並びに平成19

年環境重視型低燃費自動車のうち平成18年４月１日

から平成19年３月31日までの間に新車新規登録を受

けたものに係る平成19年度分の自動車税及び平成19

年環境重視型低燃費自動車のうち平成19年４月１日

から平成20年３月31日までの間に新車新規登録を受

けたものに係る平成20年度分の自動車税にあっては

同表の最大軽課税率の欄に定める額とし､ 平成17年

環境重視型自動車及び平成17年環境配慮型低燃費自

動車のうち平成16年４月１日から平成17年３月31日

までの間に新車新規登録を受けたものに係る平成17

ウ 略

エ 略

オ 身体障害者福祉法第４条の２第７項に規定す

る身体障害者デイサービス事業

カ 身体障害者福祉法第４条の２第８項に規定す

る身体障害者短期入所事業

キ 知的障害者福祉法第４条第８項に規定する知

的障害者デイサービス事業

ク 知的障害者福祉法第４条第９項に規定する知

的障害者短期入所事業

(９)～(13) 略

(自動車税の税率)

第138条 自動車税の税率は､ 次の表の自動車の欄に

掲げる自動車に対し､ １台について１年当たり､ 旧

登録自動車のうち次項第１号に掲げるものに係る平

成14年度以後の各年度分の自動車税､ 旧登録自動車

のうち同項第２号に掲げるものに係る平成15年度以

後の各年度分の自動車税､ 旧登録自動車のうち同項

第３号に掲げるものに係る平成16年度以後の各年度

分の自動車税､ 旧登録自動車のうち同項第４号に掲

げるものに係る平成17年度以後の各年度分の自動車

税及び旧登録自動車のうち同項第５号に掲げるもの

に係る平成18年度以後の各年度分の自動車税にあっ

ては同表の重課税率の欄に定める額とし､ 特別環境

重視型低燃費車のうち平成14年４月１日から平成15

年３月31日までの間に新車新規登録を受けたものに

係る平成15年度分及び平成16年度分の自動車税､ 特

別環境重視型低燃費車のうち平成15年４月１日から

平成16年３月31日までの間に新車新規登録を受けた

ものに係る平成16年度分の自動車税､ 超特別環境重

視型優良低燃費車のうち平成16年４月１日から平成

17年３月31日までの間に新車新規登録を受けたもの

に係る平成17年度分の自動車税及び超特別環境重視

型優良低燃費車のうち平成17年４月１日から平成18

年３月31日までの間に新車新規登録を受けたものに
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年度分の自動車税並びに平成17年環境重視型自動車

及び平成17年環境配慮型低燃費自動車のうち平成17

年４月１日から平成18年３月31日までの間に新車新

規登録を受けたものに係る平成18年度分の自動車税

並びに平成19年環境重視型自動車のうち平成18年４

月１日から平成19年３月31日までの間に新車新規登

録を受けたものに係る平成19年度分の自動車税及び

平成19年環境重視型自動車のうち平成19年４月１日

から平成20年３月31日までの間に新車新規登録を受

けたものに係る平成20年度分の自動車税にあっては

同表の最小軽課税率の欄に定める額とし､ それ以外

の自動車税にあっては同表の通常税率の欄に定める

額とする｡

係る平成18年度分の自動車税にあっては同表の最大

軽課税率の欄に定める額とし､ 環境重視型低燃費車

のうち平成14年４月１日から平成15年３月31日まで

の間に新車新規登録を受けたものに係る平成15年度

分及び平成16年度分の自動車税､ 超特別環境重視型

低燃費車及び超環境重視型優良低燃費車のうち平成

16年４月１日から平成17年３月31日までの間に新車

新規登録を受けたものに係る平成17年度分の自動車

税並びに超特別環境重視型低燃費車及び超環境重視

型優良低燃費車のうち平成17年４月１日から平成18

年３月31日までの間に新車新規登録を受けたものに

係る平成18年度分の自動車税にあっては同表の中間

軽課税率の欄に定める額とし､ 環境配慮型低燃費車

のうち平成14年４月１日から平成15年３月31日まで

の間に新車新規登録を受けたものに係る平成15年度

分及び平成16年度分の自動車税にあっては同表の軽

課税率の欄に定める額とし､ それ以外の自動車税に

あっては同表の通常税率の欄に定める額とする｡

略 略

２ 前項の旧登録自動車とは､ 平成９年３月31日 (ガ

ソリン又は液化石油ガスを内燃機関の燃料として用

いる自動車にあっては､ 平成７年３月31日) までに

新車新規登録を受けた自動車 (電気自動車等並びに

バス (一般乗合用のものに限る｡) 及び被けん引自

動車を除く｡) をいう｡

２ 前項の旧登録自動車とは､ 次に掲げる自動車 (電

気自動車等並びにバス (一般乗合用のものに限る｡)

及び被けん引自動車を除く｡) をいう｡

(１) 平成３年３月31日 (ガソリン又は液化石油ガ

スを内燃機関の燃料として用いる自動車にあって

は､ 平成元年３月31日) までに新車新規登録を受

けた自動車

(２) 平成４年３月31日 (ガソリン又は液化石油ガ

スを内燃機関の燃料として用いる自動車にあって

は､ 平成２年３月31日) までに新車新規登録を受

けた自動車 (前号に掲げる自動車を除く｡)

(３) 平成５年３月31日 (ガソリン又は液化石油ガ

スを内燃機関の燃料として用いる自動車にあって

は､ 平成３年３月31日) までに新車新規登録を受

けた自動車 (前２号に掲げる自動車を除く｡)

(４) 平成６年３月31日 (ガソリン又は液化石油ガ

スを内燃機関の燃料として用いる自動車にあって

は､ 平成４年３月31日) までに新車新規登録を受

けた自動車 (前３号に掲げる自動車を除く｡)

(５) 平成７年３月31日 (ガソリン又は液化石油ガ

スを内燃機関の燃料として用いる自動車にあって
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３ 第１項の平成17年環境重視型低燃費自動車とは､

電気自動車等及びエネルギー消費効率が基準エネル

ギー消費効率に100分の105を乗じて得た数値以上の

自動車のうち窒素酸化物の排出量が平成17年窒素酸

化物排出許容限度の４分の１を超えないもので法附

則第12条の３第４項の総務省令で定めるものをいう｡

４ 第１項の平成17年環境重視型自動車とは､ エネル

ギー消費効率が基準エネルギー消費効率以上の自動

車のうち窒素酸化物の排出量が平成17年窒素酸化物

排出許容限度の４分の１を超えないもの (前項に規

定する平成17年環境重視型低燃費自動車を除く｡)

で法附則第12条の３第６項の総務省令で定めるもの

をいう｡

５ 第１項の平成17年環境配慮型低燃費自動車とは､

エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率に

100分の105を乗じて得た数値以上の自動車のうち窒

素酸化物の排出量が平成17年窒素酸化物排出許容限

度の２分の１を超えないもの (第３項に規定する平

成17年環境重視型低燃費自動車を除く｡) で法附則

第12条の３第６項の総務省令で定めるものをいう｡

６ 第１項の平成19年環境重視型低燃費自動車とは､

電気自動車等及びエネルギー消費効率が基準エネル

ギー消費効率に100分の120を乗じて得た数値以上の

自動車のうち窒素酸化物の排出量が平成17年窒素酸

化物排出許容限度の４分の１を超えないもので法附

は､ 平成５年３月31日) までに新車新規登録を受

けた自動車 (前各号に掲げる自動車を除く｡)

３ 第１項の特別環境重視型低燃費車とは､ 低燃費車

のうち､ 窒素酸化物の排出量が窒素酸化物排出許容

限度の４分の１を超えない自動車で法附則第12条の

３第３項の総務省令で定めるもの及び電気自動車等

をいう｡

４ 第１項の環境重視型低燃費車とは､ 低燃費車のう

ち､ 窒素酸化物の排出量が窒素酸化物排出許容限度

の２分の１を超えない自動車 (前項に規定する特別

環境重視型低燃費車を除く｡) で法附則第12条の３

第５項の総務省令で定めるものをいう｡

５ 第１項の環境配慮型低燃費車とは､ 低燃費車のう

ち､ 窒素酸化物の排出量が窒素酸化物排出許容限度

の４分の３を超えない自動車 (第３項に規定する特

別環境重視型低燃費車及び前項に規定する環境重視

型低燃費車を除く｡) で法附則第12条の３第７項の

総務省令で定めるものをいう｡

６ 第１項の超特別環境重視型優良低燃費車とは､ 優

良低燃費車のうち､ 窒素酸化物の排出量が､ 低窒素

酸化物排出許容限度の４分の１を超えない自動車で

法附則第12条の３第４項の総務省令で定めるもの及

び電気自動車等をいう｡

７ 第１項の超特別環境重視型低燃費車とは､ 低燃費

車のうち､ 窒素酸化物の排出量が低窒素酸化物排出

許容限度の４分の１を超えない自動車 (前項に規定

する超特別環境重視型優良低燃費車を除く｡) で法

附則第12条の３第６項の総務省令で定めるものをい

う｡

８ 第１項の超環境重視型優良低燃費車とは､ 優良低

燃費車のうち､ 窒素酸化物の排出量が低窒素酸化物

排出許容限度の２分の１を超えない自動車 (第６項

に規定する超特別環境重視型優良低燃費車を除く｡)

で法附則第12条の３第６項の総務省令で定めるもの

をいう｡
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則第12条の３第３項の総務省令で定めるものをいう｡

７ 第１項の平成19年環境重視型自動車とは､ エネル

ギー消費効率が基準エネルギー消費効率に100分の

110を乗じて得た数値以上の自動車のうち窒素酸化

物の排出量が平成17年窒素酸化物排出許容限度の４

分の１を超えないもの (前項に規定する平成19年環

境重視型低燃費自動車を除く｡) で法附則第12条の

３第５項の総務省令で定めるものをいう｡

第139条 前条第１項の表(２)アのａからｉまで及び

同表(２)イのａからｉまでに掲げる自動車のうち最

大乗車定員が４人以上であるものの税率は､ 同項の

規定にかかわらず､ 同項に定める額に､ 次の表の自

動車の欄に掲げる自動車の区分に応じ､ 同項の規定

を適用した場合に同項の表の通常税率の適用を受け

るべきものにあっては次の表の通常税率の欄に定め

る額を､ 同項の規定を適用した場合に同項の表の重

課税率の適用を受けるべきものにあっては次の表の

重課税率の欄に定める額を､ 同項の規定を適用した

場合に同項の表の最大軽課税率の適用を受けるべき

ものにあっては次の表の最大軽課税率の欄に定める

額を､ 同項の規定を適用した場合に同項の表の最小

軽課税率の適用を受けるべきものにあっては次の表

の最小軽課税率の欄に定める額を､ それぞれ加算し

た額とする｡

第139条 前条第１項の表(２)アのａからｉまで及び

同表(２)イのａからｉまでに掲げる自動車のうち最

大乗車定員が４人以上であるものの税率は､ 同項の

規定にかかわらず､ 同項に定める額に､ 次の表の自

動車の欄に掲げる自動車の区分に応じ､ 同項の規定

を適用した場合に同項の表の通常税率の適用を受け

るべきものにあっては次の表の通常税率の欄に定め

る額を､ 同項の規定を適用した場合に同項の表の重

課税率の適用を受けるべきものにあっては次の表の

重課税率の欄に定める額を､ 同項の規定を適用した

場合に同項の表の最大軽課税率の適用を受けるべき

ものにあっては次の表の最大軽課税率の欄に定める

額を､ 同項の規定を適用した場合に同項の表の中間

軽課税率の適用を受けるべきものにあっては次の表

の中間軽課税率の欄に定める額を､ 同項の規定を適

用した場合に同項の表の軽課税率の適用を受けるべ

きものにあっては次の表の軽課税率の欄に定める額

を､ それぞれ加算した額とする｡

略 略

(自動車税の徴収方法)

第142条 略

２ 道路運送車両法第７条の規定による登録の申請が

あった自動車について法第150条第１項の規定によ

り課する自動車税の徴収については､ 同項の賦課期

日後翌年２月末日までの間に納税義務が発生した場

合に限り､ 前項の規定にかかわらず､ 証紙徴収の方

法による｡

３ 略

(自動車税の証紙徴収の手続)

第143条 前条第２項の規定により証紙をもって自動

車税を納付する者は､ 道路運送車両法第７条の規定

(自動車税の徴収方法)

第142条 略

２ 道路運送車両法第７条又は第13条の規定による登

録の申請があった自動車 (法第150条第４項本文の

規定が適用されるものを除く｡) について法第150条

第１項の規定により課する自動車税の徴収について

は､ 同項の賦課期日後翌年２月末日までの間に納税

義務が発生した場合に限り､ 前項の規定にかかわら

ず､ 証紙徴収の方法による｡

３ 略

(自動車税の証紙徴収の手続)

第143条 前条第２項の規定により証紙をもって自動

車税を納付する者は､ 道路運送車両法第７条又は第



鳥 取 県 公 報 (号外)第37号平成18年３月28日 火曜日24

による登録の申請をする際に､ 次条の規定により提

出すべき申告書に鳥取県収入証紙をはって､ その税

金を納付しなければならない｡ この場合には､証紙

の額面金額に相当する金額の証紙代金収納計器によ

る表示を受けること､ 又は証紙の額面金額に相当す

る現金を納付した後規則で定める納税済印を受ける

ことによって鳥取県収入証紙のはり付けに代えるこ

とができる｡

(自動車取得税の課税免除)

第171条 次の各号のいずれかに該当する自動車の取

得に対しては､ 自動車取得税を課さない｡ ただし､

第３号から第11号までに規定する自動車の取得にあっ

ては､ 知事の承認を受けたものに限る｡

(１)～(５) 略

(６) 次に掲げる事業を営む社会福祉法人及び特定

非営利活動法人が専らその事業の用に供する自動

車 (通所者又は入所者の送迎の用に供するもので

あって､ 平成13年４月１日以後に取得されたもの

に限る｡)

ア 略

イ 略

ウ 障害者自立支援法第５条第７項に規定する児

童デイサービスに係る事業

エ 障害者自立支援法第５条第８項に規定する短

期入所に係る事業

オ 障害者自立支援法附則第８条第１項第６号に

規定する障害者デイサービスに係る事業

(７)～(11) 略

(軽油引取税の特別徴収義務者としての登録等)

13条の規定による登録の申請をする際に､ 次条の規

定により提出すべき申告書に鳥取県収入証紙をはっ

て､ その税金を納付しなければならない｡ この場合

には､ 証紙の額面金額に相当する金額の証紙代金収

納計器による表示を受けること､ 又は証紙の額面金

額に相当する現金を納付した後規則で定める納税済

印を受けることによって鳥取県収入証紙のはり付け

に代えることができる｡

(自動車取得税の課税免除)

第171条 次の各号のいずれかに該当する自動車の取

得に対しては､ 自動車取得税を課さない｡ ただし､

第３号から第11号までに規定する自動車の取得にあっ

ては､ 知事の承認を受けたものに限る｡

(１)～(５) 略

(６) 次に掲げる事業を営む社会福祉法人及び特定

非営利活動法人が専らその事業の用に供する自動

車 (通所者又は入所者の送迎の用に供するもので

あって､ 平成13年４月１日以後に取得されたもの

に限る｡)

ア 児童福祉法第６条の２第８項に規定する児童

デイサービス事業

イ 児童福祉法第６条の２第９項に規定する児童

短期入所事業

ウ 略

エ 略

オ 身体障害者福祉法第４条の２第７項に規定す

る身体障害者デイサービス事業

カ 身体障害者福祉法第４条の２第８項に規定す

る身体障害者短期入所事業

キ 知的障害者福祉法第４条第８項に規定する知

的障害者デイサービス事業

ク 知的障害者福祉法第４条第９項に規定する知

的障害者短期入所事業

(７)～(11) 略

(軽油引取税の特別徴収義務者としての登録等)
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第194条 軽油引取税の特別徴収義務者は､ 次の各号

に掲げる場合の区分に応じ､ それぞれ当該各号に定

める日までに特別徴収義務者としての登録を知事に

申請しなければならない｡ ただし､ 既に特別徴収義

務者としての登録がなされている場合には､ この限

りでない｡

(１) 県内において事務所又は事業所の事業を開始

しようとする場合 当該開始の日の５日前の日

(２) 県内において事務所又は事業所の事業を開始

した後に法第700条の６の２第１項の規定による

元売業者としての指定又は法第700条の６の３第

１項の規定による特約業者としての指定を受けた

場合 当該指定の日の５日後の日

(３) 略

２ 前項の登録を申請する場合において提出すべき申

請書には､ 次の各号に掲げる場合の区分に応じ､ そ

れぞれ当該各号に定める事項を記載しなければなら

ない｡

(１) 前項第１号の場合 次に掲げる事項

ア～ウ 略

エ 事務所又は事業所の事業の開始予定年月日

オ 略

(２)及び(３) 略

３～８ 略

第194条 軽油引取税の特別徴収義務者は､ 次の各号

に掲げる場合の区分に応じ､ それぞれ当該各号に定

める日までに特別徴収義務者としての登録を知事に

申請しなければならない｡ ただし､ 既に特別徴収義

務者としての登録がなされている場合には､ この限

りでない｡

(１) 県内において事務所又は事業所の営業を開始

しようとする場合 当該開始の日の５日前の日

(２) 県内において事務所又は事業所の営業を開始

した後に法第700条の６の２第１項の規定による

元売業者としての指定又は法第700条の６の３第

１項の規定による特約業者としての指定を受けた

場合 当該指定の日の５日後の日

(３) 略

２ 前項の登録を申請する場合において提出すべき申

請書には､ 次の各号に掲げる場合の区分に応じ､ そ

れぞれ当該各号に定める事項を記載しなければなら

ない｡

(１) 前項第１号の場合 次に掲げる事項

ア～ウ 略

エ 事務所又は事業所の営業の開始予定年月日

オ 略

(２)及び(３) 略

３～８ 略

自 動 車 通常税率 重課税率
最大軽

課税率

最小軽

課税率

(1) 乗用

車 (３輪

の小型自

動車であ

るものを

除く｡)

ア 営業用 ａ 総排気量が１リットル以下のもの 7,500円 8,200円 4,000円 6,000円

ｂ 総排気量が１リットルを超え1.5

リットル以下のもの

8,500円 9,300円 4,500円 6,500円

ｃ 総排気量が1.5リットルを超え２

リットル以下のもの

9,500円 10,400円 5,000円 7,500円

ｄ 総排気量が２リットルを超え2.5

リットル以下のもの

13,800円 15,100円 7,000円 10,500円

ｅ 総排気量が2.5リットルを超え３

リットル以下のもの

15,700円 17,200円 8,000円 12,000円

ｆ 総排気量が３リットルを超え3.5

リットル以下のもの

17,900円 19,600円 9,000円 13,500円

ｇ 総排気量が3.5リットルを超え４

リットル以下のもの

20,500円 22,500円 10,500円 15,500円
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ｈ 総排気量が４リットルを超え4.5

リットル以下のもの

23,600円 25,900円 12,000円 18,000円

ｉ 総排気量が4.5リットルを超え６

リットル以下のもの

27,200円 29,900円 14,000円 20,500円

ｊ 総排気量が６リットルを超えるも

の

40,700円 44,700円 20,500円 31,000円

ｋ 電気自動車 7,500円 4,000円

イ 自家用 ａ 総排気量が１リットル以下のもの 29,500円 32,400円 15,000円 22,500円

ｂ 総排気量が１リットルを超え1.5

リットル以下のもの

34,500円 37,900円 17,500円 26,000円

ｃ 総排気量が1.5リットルを超え２

リットル以下のもの

39,500円 43,400円 20,000円 30,000円

ｄ 総排気量が２リットルを超え2.5

リットル以下のもの

45,000円 49,500円 22,500円 34,000円

ｅ 総排気量が2.5リットルを超え３

リットル以下のもの

51,000円 56,100円 25,500円 38,500円

ｆ 総排気量が３リットルを超え3.5

リットル以下のもの

58,000円 63,800円 29,000円 43,500円

ｇ 総排気量が3.5リットルを超え４

リットル以下のもの

66,500円 73,100円 33,500円 50,000円

ｈ 総排気量が４リットルを超え4.5

リットル以下のもの

76,500円 84,100円 38,500円 57,500円

ｉ 総排気量が4.5リットルを超え６

リットル以下のもの

88,000円 96,800円 44,000円 66,000円

ｊ 総排気量が６リットルを超えるも

の

111,000円 122,100円 55,500円 83,500円

ｋ 電気自動車 29,500円 15,000円

(２) トラッ

ク (３輪

の小型自

動車であ

るものを

除く｡)

ア 営業用 ａ 最大積載量が１トン以下のもの 6,500円 7,100円 3,500円 5,000円

ｂ 最大積載量が１トンを超え２トン

以下のもの

9,000円 9,900円 4,500円 7,000円

ｃ 最大積載量が２トンを超え３トン

以下のもの

12,000円 13,200円 6,000円 9,000円

ｄ 最大積載量が３トンを超え４トン

以下のもの

15,000円 16,500円 7,500円 11,500円

ｅ 最大積載量が４トンを超え５トン

以下のもの

18,500円 20,300円 9,500円 14,000円

ｆ 最大積載量が５トンを超え６トン

以下のもの

22,000円 24,200円 11,000円 16,500円

ｇ 最大積載量が６トンを超え７トン

以下のもの

25,500円 28,000円 13,000円 19,500円

ｈ 最大積載量が７トンを超え８トン

以下のもの

29,500円 32,400円 15,000円 22,500円

ｉ 最大積載量が８トンを超えるもの 29,500円 32,400円 15,000円 22,500円
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に最大積

載量が８

トンを超

える部分

１トンま

でごとに

4,700 円 を

加算した

額

に最大積

載量が８

トンを超

える部分

１トンま

でごとに

5,100 円 を

加算した

額

に最大積

載量が８

トンを超

える部分

１トンま

でごとに

2,400 円 を

加算した

額

に最大積

載量が８

トンを超

える部分

１トンま

でごとに

3,500 円 を

加算した

額

ｊ 小型自動車に属するけん引車 7,500円 8,200円 4,000円 6,000円

ｋ 普通自動車に属するけん引車 15,100円 16,600円 8,000円 11,500円

ｌ 小型自動車に属する被けん引車 3,900円

ｍ 普通自動車に

属する被けん引

車

(ａ) 最大積載量

が８トン以下の

もの

7,500円

(ｂ) 最大積載量

が８トンを超え

るもの

7,500 円

に最大積

載量が８

トンを超

える部分

１トンま

でごとに

3,800 円 を

加算した

額

ｎ 電気自動車 10,200円 5,500円

ｏ 総容積が１リットルを超えるロ

ータリー・エンジンを備え乗車定員

が４人以上のもの

12,800円 14,000円 6,500円 10,000円

イ 自家用 ａ 最大積載量が１トン以下のもの 8,000円 8,800円 4,000円 6,000円

ｂ 最大積載量が１トンを超え２トン

以下のもの

11,500円 12,600円 6,000円 9,000円

ｃ 最大積載量が２トンを超え３トン

以下のもの

16,000円 17,600円 8,000円 12,000円

ｄ 最大積載量が３トンを超え４トン

以下のもの

20,500円 22,500円 10,500円 15,500円

ｅ 最大積載量が４トンを超え５トン

以下のもの

25,500円 28,000円 13,000円 19,500円

ｆ 最大積載量が５トンを超え６トン

以下のもの

30,000円 33,000円 15,000円 22,500円

ｇ 最大積載量が６トンを超え７トン

以下のもの

35,000円 38,500円 17,500円 26,500円

ｈ 最大積載量が７トンを超え８トン 40,500円 44,500円 20,500円 30,500円
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以下のもの

ｉ 最大積載量が８トンを超えるもの 40,500円

に最大積

載量が８

トンを超

える部分

１トンま

でごとに

6,300 円 を

加算した

額

44,500円

に最大積

載量が８

トンを超

える部分

１トンま

でごとに

6,900 円 を

加算した

額

20,500円

に最大積

載量が８

トンを超

える部分

１トンま

でごとに

3,200 円 を

加算した

額

30,500円

に最大積

載量が８

トンを超

える部分

１トンま

でごとに

4,700 円 を

加算した

額

ｊ 小型自動車に属するけん引車 10,200円 11,200円 5,500円 8,000円

ｋ 普通自動車に属するけん引車 20,600円 22,600円 10,500円 15,500円

ｌ 小型自動車に属する被けん引車 5,300円

ｍ 普通自動車に

属する被けん引

車

(ａ) 最大積載量

が８トン以下の

もの

10,200円

(ｂ) 最大積載量

が８トンを超え

るもの

10,200円

に最大積

載量が８

トンを超

える部分

１トンま

でごとに

5,100 円 を

加算した

額

ｎ 電気自動車 13,200円 7,000円

ｏ 総容積が１リットル以下のロータ

リー・エンジンを備えたもの

14,300円 15,700円 7,500円 11,000円

ｐ 総容積が１リットルを超えるロー

タリー・エンジンを備えたもの

16,000円 17,600円 8,000円 12,000円

(３) バス

(３輪の

小型自動

車である

ものを除

く｡)

ア 営業用 (ア) 一般乗合用

のもの (道路運

送法 (昭和26年

法律第183号)

第５条第１項第

３号に規定する

路線定期運行の

用に供するもの

をいう｡ 以下こ

の節において同

じ｡)

ａ 乗車定員が30

人以下のもの

12,000円 6,000円 9,000円

ｂ 乗車定員が30

人を超え40人以

下のもの

14,500円 7,500円 11,000円

ｃ 乗車定員が40

人を超え50人以

下のもの

17,500円 9,000円 13,500円

ｄ 乗車定員が50

人を超え60人以

下のもの

20,000円 10,000円 15,000円
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ｅ 乗車定員が60

人を超え70人以

下のもの

22,500円 11,500円 17,000円

ｆ 乗車定員が70

人を超え80人以

下のもの

25,500円 13,000円 19,500円

ｇ 乗車定員が80

人を超えるもの

29,000円 14,500円 22,000円

(イ) 一般乗合用

のもの以外のも

の

ａ 乗車定員が30

人以下のもの

26,500円 29,100円 13,500円 20,000円

ｂ 乗車定員が30

人を超え40人以

下のもの

32,000円 35,200円 16,000円 24,000円

ｃ 乗車定員が40

人を超え50人以

下のもの

38,000円 41,800円 19,000円 28,500円

ｄ 乗車定員が50

人を超え60人以

下のもの

44,000円 48,400円 22,000円 33,000円

ｅ 乗車定員が60

人を超え70人以

下のもの

50,500円 55,500円 25,500円 38,000円

ｆ 乗車定員が70

人を超え80人以

下のもの

57,000円 62,700円 28,500円 43,000円

ｇ 乗車定員が80

人を超えるもの

64,000円 70,400円 32,000円 48,000円

イ 自家用 (ア) (イ)に掲げ

るもの以外のも

の

ａ 乗車定員が30

人以下のもの

33,000円 36,300円 16,500円 25,000円

ｂ 乗車定員が30

人を超え40人以

下のもの

41,000円 45,100円 20,500円 31,000円

ｃ 乗車定員が40

人を超え50人以

下のもの

49,000円 53,900円 24,500円 37,000円

ｄ 乗車定員が50

人を超え60人以

下のもの

57,000円 62,700円 28,500円 43,000円

ｅ 乗車定員が60

人を超え70人以

下のもの

65,500円 72,000円 33,000円 49,500円

ｆ 乗車定員が70

人を超え80人以

74,000円 81,400円 37,000円 55,500円
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下のもの

ｇ 乗車定員が80

人を超えるもの

83,000円 91,300円 41,500円 62,500円

(イ) 学校教育法第１条に規定する学

校が所有し､ かつ､ 専らその学生､

生徒､ 児童又は幼児の通学の用に用

いるもの

ア(ア)

に定める

額

ア(ア)

に定める

額

ア(ア)

に定める

額

ア(ア)

に定める

額

(４) 特種

用途自動

車 (３輪

の小型自

動車であ

るものを

除く｡)

ア 営業用 (ア) 霊

きゅう

車

ａ 乗車定員が３人以下の

もの

6,500円 7,100円 3,500円 5,000円

ｂ 乗車定員が４人以上の

もの

12,000円 13,200円 6,000円 9,000円

(イ) そ

の他

ａ 最

大積

載量

の定

めの

ない

もの

又は

最大

積載

量が

１ト

ン以

下の

もの

(ａ) 車両重量が

２トン以下のも

の

6,500円 7,100円 3,500円 5,000円

(ｂ) 車両重量が

２トンを超え４

トン以下のもの

9,000円 9,900円 4,500円 7,000円

(ｃ) 車両重量が

４トンを超え６

トン以下のもの

12,000円 13,200円 6,000円 9,000円

(ｄ) 車両重量が

６トンを超え８

トン以下のもの

15,000円 16,500円 7,500円 11,500円

(ｅ) 車両重量が

８トンを超え10

トン以下のもの

18,500円 20,300円 9,500円 14,000円

(ｆ) 車両重量が

10トンを超え12

トン以下のもの

22,000円 24,200円 11,000円 16,500円

(ｇ) 車両重量が

12トンを超え14

トン以下のもの

25,500円 28,000円 13,000円 19,500円

(ｈ) 車両重量が

14トンを超え16

トン以下のもの

29,500円 32,400円 15,000円 22,500円

(ｉ) 車両重量が

16トンを超える

もの

29,500円

に車両重

量が 16 ト

ンを超え

る部分２

トンまで

ご と に

4,700 円 を

32,400円

に車両重

量が 16 ト

ンを超え

る部分２

トンまで

ご と に

5,100 円 を

15,000円

に車両重

量が 16 ト

ンを超え

る部分２

トンまで

ご と に

2,400 円 を

22,500円

に車両重

量が 16 ト

ンを超え

る部分２

トンまで

ご と に

3,500 円 を



鳥 取 県 公 報 (号外)第37号平成18年３月28日 火曜日 31

加算した

額 (その

額が48,300

円を超え

るときは､

48,300円)

加算した

額 (その

額が52,800

円を超え

るときは､

52,800円)

加算した

額 (その

額が24,600

円を超え

るときは､

24,600円)

加算した

額 (その

額が36,500

円を超え

るときは､

36,500円)

ｂ 最大積載量が１トンを

超えるもの

(２)ア

に定める

額

(２)ア

に定める

額

(２)ア

に定める

額

(２)ア

に定める

額

ｃ ３輪の小型自動車に属

するもの

4,500円 4,900円 2,500円 3,500円

イ 自家用 (ア) 教

習車

ａ 乗用車に類するもの (１)イ

に定める

額

(１)イ

に定める

額

(１)イ

に定める

額

(１)イ

に定める

額

ｂ トラックに類するもの (２)イ

に定める

額

(２)イ

に定める

額

(２)イ

に定める

額

(２)イ

に定める

額

ｃ バスに類するもの (３)イ

(ア)に定

める額

(３)イ

(ア)に定

める額

(３)イ

(ア)に定

める額

(３)イ

(ア)に定

める額

(イ) キャ

ンピン

グ・ト

レーラ

ー

ａ 普通自動車に属するも

の

10,200円

ｂ ４輪以上の小型自動車

に属するもの

5,300円

(ウ) キャ

ンピン

グ車

ａ 総排気量が１リットル

以下のもの

23,600円 25,900円 12,000円 18,000円

ｂ 総排気量が１リットル

を超え1.5リットル以下

のもの

27,600円 30,300円 14,000円 21,000円

ｃ 総排気量が1.5リット

ルを超え２リットル以下

のもの

31,600円 34,700円 16,000円 24,000円

ｄ 総排気量が２リットル

を超え2.5リットル以下

のもの

36,000円 39,600円 18,000円 27,000円

ｅ 総排気量が2.5リット

ルを超え３リットル以下

のもの

40,800円 44,800円 20,500円 31,000円

ｆ 総排気量が３リットル

を超え3.5リットル以下

のもの

46,400円 51,000円 23,500円 35,000円

ｇ 総排気量が3.5リット 53,200円 58,500円 27,000円 40,000円
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ルを超え４リットル以下

のもの

ｈ 総排気量が４リットル

を超え4.5リットル以下

のもの

61,200円 67,300円 31,000円 46,000円

ｉ 総排気量が4.5リット

ルを超え６リットル以下

のもの

70,400円 77,400円 35,500円 53,000円

ｊ 総排気量が６リットル

を超えるもの

88,800円 97,600円 44,500円 67,000円

(エ) そ

の他

ａ 最大

積載量

の定め

のない

もの又

は最大

積載量

が１ト

ン以下

のもの

(ａ) 車両重量

が２トン以下

のもの

8,000円 8,800円 4,000円 6,000円

(ｂ) 車両重量

が２トンを超

え４トン以下

のもの

11,500円 12,600円 6,000円 9,000円

(ｃ) 車両重量

が４トンを超

え６トン以下

のもの

16,000円 17,600円 8,000円 12,000円

(ｄ) 車両重量

が６トンを超

え８トン以下

のもの

20,500円 22,500円 10,500円 15,500円

(ｅ) 車両重量

が８トンを超

え10トン以下

のもの

25,500円 28,000円 13,000円 19,500円

(ｆ) 車両重量

が10トンを超

え12トン以下

のもの

30,000円 33,000円 15,000円 22,500円

(ｇ) 車両重量

が12トンを超

え14トン以下

のもの

35,000円 38,500円 17,500円 26,500円

(ｈ) 車両重量

が14トンを超

え16トン以下

のもの

40,500円 44,500円 20,500円 30,500円

(ｉ) 車両重量

が16トンを超

40,500円

に車両重

44,500円

に車両重

20,500円

に車両重

30,500円

に車両重



第139条の表を次のように改める｡
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えるもの 量が 16 ト

ンを超え

る部分２

トンまで

ご と に

6,300 円 を

加算した

額 (その

額が65,700

円を超え

るときは､

65,700円)

量が 16 ト

ンを超え

る部分２

トンまで

ご と に

6,900 円 を

加算した

額 (その

額が72,100

円を超え

るときは､

72,100円)

量が 16 ト

ンを超え

る部分２

トンまで

ご と に

3,200 円 を

加算した

額 (その

額が33,300

円を超え

るときは､

33,300円)

量が 16 ト

ンを超え

る部分２

トンまで

ご と に

4,700 円 を

加算した

額 (その

額が49,300

円を超え

るときは､

49,300円)

ｂ 最大積載量が１トンを

超えるもの

(２)イ

に定める

額

(２)イ

に定める

額

(２)イ

に定める

額

(２)イ

に定める

額

ｃ ３輪の小型自動車に属

するもの

6,000円 6,600円 3,000円 4,500円

(５) ３輪

の小型自

動車

ア 営業用 ａ 小型自動車に属するも

の

4,500円 4,900円 2,500円 3,500円

ｂ ３輪の小型自動車に属

するけん引車

3,900円 4,200円 2,000円 3,000円

ｃ ３輪の小型自動車に属

する被けん引車

3,900円

イ 自家用 ａ 小型自動車に属するも

の

6,000円 6,600円 3,000円 4,500円

ｂ ３輪の小型自動車に属

するけん引車

5,300円 5,800円 3,000円 4,000円

ｃ ３輪の小型自動車に属

する被けん引車

5,300円

備考

１ 総排気量とは､ ロータリー・エンジンを備えたものにあっては､ 総容積に1.5を乗じて得た容積をいう｡

２ 総容積とは､ ロータリー・エンジンの１の作動室の容積にローター数を乗じて得た容積をいう｡

自 動 車 通常税率 重課税率
最大軽

課税率

最小軽

課税率

営業用 総排気量が１リットル以下のもの 3,700円 4,100円 1,800円 2,800円

総排気量が１リットルを超え1.5リッ

トル以下のもの

4,700円 5,200円 2,300円 3,500円

総排気量が1.5リットルを超えるもの 6,300円 6,900円 3,200円 5,000円

自家用 総排気量が１リットル以下のもの 5,200円 5,700円 2,600円 4,000円

総排気量が１リットルを超え1.5リッ

トル以下のもの

6,300円 6,900円 3,200円 5,000円



附 則

(施行期日)

第１条 この条例は､ 地方税法等の一部を改正する法律 (平成18年法律第 号｡ 以下 ｢改正法｣ という｡)

の施行の日から施行する｡ ただし､ 次の各号に掲げる改正又は規定は､ 当該各号に定める日から施行する｡

(１) 第１条中第６条の改正 公布の日

(２) 第１条中第27条の２､ 第137条及び第171条の改正並びに次条第１項の規定 平成18年４月１日

(３) 第１条中第117条及び第118条の改正並びに附則第６条の規定 平成18年７月１日

(４) 第１条中第30条の改正及び次条第４項の規定 平成19年１月１日

(５) 第１条中第24条の改正､ 第24条の２第１項の改正 (｢100分の32｣ を ｢５分の２｣ に改める部分を除く｡)､

同条を第24条の４とし､ 同条の前に２条を加える改正並びに第25条､ 第26条並びに第58条第１項及び第２項

(同項の表を除く｡) の改正並びに次条第２項並びに附則第３条及び第４条の規定 平成19年４月１日

(６) 第１条中第23条の改正並びに次条第３項及び第５項の規定 平成20年１月１日

(７) 第１条中第24条の２第１項の改正 (｢100分の32｣ を ｢５分の２｣ に改める部分に限る｡) 及び同条第２

項を削る改正並びに次条第６項の規定 平成20年４月１日

(８) 第１条中第111条､ 第112条及び第194条の改正 会社法 (平成17年法律第86号) の施行の日

(９) 第２条中第138条第１項の表の改正 ((３) アの (ア) ｢ (道路運送法 (昭和26年法律第183号) 第５条第

１項第３号に規定する路線定期運行の用に供するものをいう｡ 以下この節において同じ｡)｣ の部分に限る｡)

道路運送法等の一部を改正する法律 (平成18年法律第 号) の施行の日

(県民税に関する経過措置)

第２条 第１条の規定による改正後の鳥取県税条例 (以下 ｢新条例｣ という｡) 第27条の２の規定は､ 平成18年

度以後の年度分の個人の県民税について適用し､ 平成17年度分の個人の県民税については､ なお従前の例によ

る｡

２ 新条例第24条､ 第24条の２及び第25条第１項の規定は､ 平成19年度以後の年度分の個人の県民税について適

用し､ 平成18年度分までの個人の県民税については､ なお従前の例による｡

３ 新条例第23条の規定は､ 平成20年度以後の年度分の個人の県民税について適用し､ 平成19年度分までの個人

の県民税については､ なお従前の例による｡

４ 新条例の規定中分離課税に係る所得割 (改正法第１条の規定による改正後の地方税法 (昭和25年法律第226

号｡ 以下 ｢新法｣ という｡) 第50条の２の規定によって課する所得割をいう｡ 以下この項において同じ｡) に関

する部分は､ 平成19年１月１日以後に支払うべき退職手当等 (同条に規定する退職手当等をいう｡ 以下この項

において同じ｡) に係る分離課税に係る所得割について適用し､ 同日前に支払うべき退職手当等に係る分離課

税に係る所得割については､ なお従前の例による｡

５ 個人の県民税の所得割の納税義務者が､ 平成19年以後の各年において､ 平成18年12月31日までに締結した長

期損害保険契約等 (改正法附則第５条第５項に規定する長期損害保険契約等をいう｡) に係る損害保険料を支

払った場合には､ 新法第34条第１項第５号の３の規定にかかわらず､ 改正法附則第５条第５項及び第６項の規

定を適用する｡

６ 新条例第24条の４の規定は､ 平成20年度以後の年度分の個人の県民税について適用し､ 平成19年度分までの

個人の県民税については､ なお従前の例による｡

(平成19年度分の個人の県民税の特例)

第３条 平成19年度分の個人の県民税については､ 改正法附則第６条第１項から第３項までの規定を適用する｡

(事業税に関する経過措置)

第４条 新条例第58条第１項及び第２項 (同項の表を除く｡) の規定は､ 平成19年４月１日以後に開始する事業

年度に係る法人の事業税及び同日以後に開始する計算期間に係る法人の事業税並びに同日以後の解散による清
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総排気量が1.5リットルを超えるもの 8,000円 8,800円 4,000円 6,000円



算所得に対する事業税について適用し､ 同日前に開始した事業年度に係る法人の事業税及び同日前に開始した

計算期間に係る法人の事業税並びに同日前の解散による清算所得に対する事業税については､ なお従前の例に

よる｡

(不動産取得税に関する経過措置)

第５条 別段の定めがあるものを除き､ 新条例の規定中不動産取得税に関する部分は､ この条例の施行の日以後

の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税について適用し､ 同日前の不動産の取得に対して課する不動産

取得税については､ なお従前の例による｡

２ 新条例第78条の規定は､ 平成18年１月１日以後の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税について適用

し､ 同日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税については､ なお従前の例による｡

(たばこ税に関する経過措置)

第６条 平成18年７月１日 (次項及び第３項において ｢指定日｣ という｡) 前に課した､ 又は課すべきであった

県たばこ税については､ なお従前の例による｡

２ 指定日前に新条例第115条第１項の売渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等 (地方税法第74条の６第

１項第１号及び第２号に規定する売渡しを除く｡) が行われた製造たばこを指定日に販売のため所持する卸売

販売業者等 (新条例第115条第１項に規定する卸売販売業者等をいう｡ 以下この条において同じ｡) 又は小売販

売業者がある場合において､ これらの者が所得税法等の一部を改正する等の法律 (平成18年法律第 号)

附則第156条第１項の規定により製造たばこの製造者として当該製造たばこを指定日にこれらの者の製造たば

この製造場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは､ これらの者

が卸売販売業者等として当該製造たばこを指定日に小売販売業者に売り渡したものとみなして､ 県たばこ税を

課する｡ この場合における県たばこ税の課税標準は､ 当該売り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし､

次の各号に掲げる製造たばこの区分に応じ当該各号に定める税率により県たばこ税を課する｡

(１) 製造たばこ (次号に掲げる製造たばこを除く｡) 1,000本につき105円

(２) 新条例第118条第２項に規定する紙巻たばこ 1,000本につき50円

３ 前項に規定する者は､ 卸売販売業者等にあってはその所持する製造たばこで同項に規定するものの貯蔵場所

ごとに､ 小売販売業者にあってはその所持する製造たばこで同項に規定するものを直接管理する小売販売業者

の営業所ごとに､ 改正法附則第９条第３項の総務省令で定める様式によって､ 次に掲げる事項を記載した申告

書を指定日から起算して１月以内に知事に提出しなければならない｡

(１) 所持する製造たばこの区分 (たばこ税法 (昭和59年法律第72号) 第２条第２項に規定する製造たばこの

区分をいう｡ 以下この号において同じ｡) 及び区分ごとの数量並びに当該数量により算出した県たばこ税の

課税標準となる製造たばこの本数

(２) 前号の本数により算定した前項の規定による県たばこ税額

(３) その他参考となるべき事項

４ 前２項に規定する者が､ 前項の規定による申告書を､ 改正法附則第17条第３項に規定する市町村たばこ税に

係る申告書又は所得税法等の一部を改正する等の法律 (平成18年法律第 号) 附則第156条第２項に規定

するたばこ税に係る申告書と併せて､ これらの規定に規定する市町村長又は税務署長に提出したときは､ その

提出を受けた市町村長又は税務署長は､ 前項の規定による申告書を受理することができる｡ この場合において

は､ 当該申告書は､ 知事に提出されたものとみなす｡

５ 第３項の規定による申告書を提出した者は､ 平成19年１月４日までに､ 当該申告書に記載した同項第２号に

掲げる県たばこ税額に相当する金額を納付書によって納付しなければならない｡

６ 第２項の規定により県たばこ税を課する場合には､ 同項から前項までに規定するもののほか､ 次の表の左欄

に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は同表の右欄に掲げる字句に読み替えて､ 新条例の規定中県

たばこ税に関する部分 (新条例第120条及び第121条の規定を除く｡) を適用する｡
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第９条第１項の表(６) 第120条第１項又は第３項 鳥取県税条例の一部を改正する条例 (平



７ 卸売販売業者等が､ 販売契約の解除その他やむを得ない理由により､ 県内に小売販売業者の営業所の所在す

る小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち､ 第２項の規定により県たばこ税を課された､ 又は課されるべ

きものの返還を受けた場合には､ 当該県たばこ税に相当する金額を､ 新法第74条の14の規定に準じて､ 同条の

規定による当該製造たばこにつき納付された､ 又は納付されるべき県たばこ税額に相当する金額に係る控除又

は還付に併せて､ 当該卸売販売業者等に係る県たばこ税額から控除し､ 又は当該卸売販売業者等に還付する｡

この場合において､ 当該卸売販売業者等が新条例第120条の規定により知事に提出すべき申告書には､ 改正法

附則第９条第７項後段の総務省令で定めるところにより､ 当該返還に係る製造たばこの品目ごとの数量につい

ての明細を記載した書類を添付しなければならない｡

(自動車税に関する経過措置)

第７条 新条例の規定中自動車税に関する部分は､ 平成18年度以後の年度分の自動車税について適用し､ 平成17

年度分までの自動車税については､ なお従前の例による｡

(自動車取得税に関する経過措置)

第８条 新条例第171条の規定は､ 平成18年度以後の年度分の自動車取得税について適用し､ 平成17年度分まで

の自動車取得税については､ なお従前の例による｡

(この条例の失効)

第９条 この条例の規定は､ 改正法の施行によりその効力を生じるものとし､ 改正法が成立しないとき､ その他

改正法による改正後の地方税法の規定の内容が新条例の規定の内容と異なることとなるときは､ この条例の規

定は､ その限りにおいてその効力を失う｡
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成18年鳥取県条例第22号｡ 以下 ｢平成18

年改正条例｣ という｡) 附則第６条第３

項

第122条第１項 第120条第１項から第４項までの規

定によって申告書

平成18年改正条例附則第６条第３項の規

定によって申告書

第120条第１項から第４項までの規

定によって申告納付する

平成18年改正条例附則第６条第３項及び

第５項の規定によって申告納付する

第122条第２項 第120条第１項から第４項まで 平成18年改正条例附則第６条第３項

第124条第２項 経過した日 経過した日 (当該経過した日が平成19年

１月４日前である場合には､ 同日)

発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目220 鳥 取 県 【定価１部１か月2,200円 (送料を含む｡)】
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